
18　ロシア連邦 Russian Federation

<2007年>

人口 １億4,222万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約1.1倍) 為替制度 管理フロート制

一人当たりＧＤＰ 9,068ドル 通貨  ルーブル

産業構造(ＧＤＰ構成比) １次産業  4.6％ １米ドル＝25.58ルーブル

２次産業  37.4％ 面積 1,708万k㎡ (日本の約45.2倍)

３次産業  57.9％

 

 経済成長率
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<ロシア経済のこれまで>

 
 

＜2007年の経済＞  

ロシアでは、内需にけん引されて景気拡大が続いている。2007年の経済成長率は8.1％と06

年の7.4％からやや伸びが高まった。需要項目の動きをみると、個人消費は所得の大幅な増加（07

年の実質可処分所得は前年比10.7％増）を反映して同12.8％増と二桁の増勢を維持したほか、

固定投資は同20.8％増と加速した。他方、外需では、財・サービス輸出が原燃料への需要増等

から同6.4％増(06年は同7.3％増)と堅調に増加したものの、財・サービス輸入が内需の好調を

反映して同27.3％増（同21.6％増）と加速したため、純輸出の寄与度は▲3.6％（内閣府試算）

となった。 

消費者物価上昇率は高水準だが1999年以降緩やかに低下しており、07年は前年比9.0％とロシ

ア連邦成立以降最も低い上昇率となった。失業率は、景気の回復・拡大基調を反映して、99年

以降おおむね低下傾向にあり、07年には6.1％となった(06年は7.1％）。 

 



96～05年 2006年 2007年
　 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 3.7 7.4 8.1 7.6 7.5 6.8
  個人消費 同上 4.9 11.2 12.8 － － －
  固定投資 同上 2.4 17.7 20.8 － － － 平均 6.9
鉱工業生産 同上 3.9 3.9 6.3 5.7 － － 最大 7.1
消費者物価 同上 25.5 9.7 9.0 12.9 13.0 11.4 最小 6.4
失業率 ％ 9.8 7.1 6.1 5.6 － －
経常収支 億米ドル － 944 783 990 － － 　

(ＧＤＰ比) ％ － ( 9.5) ( 6.1) － ( 7.0) ( 5.8) 　 　
財政収支 億米ドル － 734 783 － － － 　 　
(ＧＤＰ比、年度) ％ － ( 7.4) ( 6.1) － ( 6.0) － 　 　
政府債務残高 億米ドル － 881 939 － － －
ＧＤＰ比、年度末) ％ － ( 8.9) ( 7.3) － － －

（備考）1. ロシア国家統計委員会資料、ＩＭＦ “International Financial Statistics” 等より作成。
　　　　 2. 2008年見通しについては、ロシア政府は経済発展貿易省（08年５月）、ＯＥＣＤは“Economic Outlook 83”(08年６月）、
　　　　     ＩＭＦは“World Economic Outlook” (08年４月）による。

　

ロシアの主要経済指標

実質ＧＤＰ

（６社）

民間機関
2008年

 

貿易動向をみると、07年の輸出額(通関ベース)は石油価格が高騰を続けたことから前年比

17.1％増(06年は同24.5％増)となった。他方、輸入額は内需の好調から同36.0％増（同31.0％

増）となった。貿易黒字は07年1,320億ドル（06年は1,393億ドル）と、輸入の増大からやや前

年を下回ったものの依然として高水準であり、経常収支黒字も07年783億ドル（06年は944億ド

ル）と同じく高水準にある。こうした経常収支黒字やロシア企業の海外での株式公開による資

本流入等を背景に06年末に3,000億ドルを上回った金・外貨準備高は、07年５月末に4,000億ド

ルを上回り、08年５月末には5,474億ドルへと増大している。 

 

＜2008年の経済見通し＞ 

2008年の経済成長率は、石油価格の動向に大きく左右されるとみられるが、政府は、引き続

き個人消費や固定投資の内需がけん引することにより7.6％の成長率を見込んでいる（経済発展

貿易省見通し(08年５月時点)、民間機関６社の平均は6.9％（08年４月時点））。なお、この政府

見通しの数値は、ウラル産原油価格が07年平均の69.3ドル/バレルから08年平均で92ドル/バレ

ルに上昇するとの前提で作成されている。 

消費者物価上昇率は、06年9.7％、07年9.0％と２年連続一桁台で推移したものの、08年は

12.9％と再び10％を超える見通しとなっている。他方、雇用面では、これまで低下してきた失

業率は08年に5.6％（07年6.1％）とさらに改善する見通しであり、08年の実質可処分所得は前

年比10.6％増(07年10.7％増)と引き続き高い伸びとなって個人消費を下支えする見通しである。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

 2007年７月に上下院を通過し大統領が署名した08～10年の予算法案では、財政収支の名目Ｇ

ＤＰ比は、08年0.2％、09年0.04％と黒字が縮小し、10年には0.0％と均衡に向かう予算となっ

ている。 

ロシア中央銀行は、物価の低下に応じ07年６月に政策金利を10.00％（ロシア連邦成立以降最

低水準）まで引き下げたが、その後の物価上昇に対応して08年２月、４月、６月に各0.25％引

き上げている（08年６月末現在10.75％）。 


